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(57)【要約】
【課題】高コスト化を招くことなく、複数の光束による
走査を精度良く行うことができる光走査装置を提供する
。
【解決手段】複数の発光部が２次元配列された光源１４
からの光束の光路上に配置されたカップリング光学系１
５は、正のパワー有する第１のレンズ１５ａと、該第１
のレンズ１５ａを介した光束が入射し、入射面及び射出
面がいずれも凹面で負のパワーを有する第２のレンズ１
５ｂとを含んでいる。この場合には、入射面及び射出面
のいずれかが平面の場合に比べて、第２のレンズ１５ｂ
の成形性を向上させることができる。また、第２のレン
ズ１５ｂにおける収差補正に対する設計自由度が高くな
る。さらに、第２のレンズ１５ｂの入射面及び射出面で
の反射光が光源へ戻るのを抑制することができる。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光束により被走査面を主走査方向に走査する光走査装置であって、
　複数の発光部が２次元配列された光源と；
　正のパワーを有する第１光学素子と、該第１光学素子を介した光束が入射し、入射面及
び射出面がいずれも凹面で、前記入射面の近軸曲率半径の絶対値が前記射出面の近軸曲率
半径の絶対値よりも大きく、負のパワーを有する第２光学素子とを含み、前記光源からの
光束をカップリングするカップリング光学系と；
　前記カップリング光学系を介した光束を偏向する偏向器と：
　前記偏向器で偏向された光束を前記被走査面上に集光する走査光学系と；を備える光走
査装置。
【請求項２】
　前記第１光学素子と前記第２光学素子の間隔は、前記カップリング光学系及び前記走査
光学系が含まれる光学系全体の副走査方向に関する横倍率が所望の値となるように調整さ
れていることを特徴とする請求項１に記載の光走査装置。
【請求項３】
　前記第１光学素子の材質と前記第２光学素子の材質は互いに異なり、
　前記カップリング光学系は、温度変化に起因する前記光学系全体の焦点位置の変化を抑
制することを特徴とする請求項２に記載の光走査装置。
【請求項４】
　前記第１光学素子のパワーの絶対値は、前記第２光学素子のパワーの絶対値よりも大き
いことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の光走査装置。
【請求項５】
　前記カップリング光学系と前記偏向器との間の光路上に配置され、第１の方向の開口幅
が該第１の方向に直交する第２の方向の開口幅よりも大きい開口部を有する開口部材を更
に備え、
　前記第２光学素子は、射出面の断面形状が前記第１の方向に関して非円弧形状であるこ
とを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載の光走査装置。
【請求項６】
　前記第１の方向は、主走査方向と一致していることを特徴とする請求項５に記載の光走
査装置。
【請求項７】
　前記開口部材における開口部の周囲で反射された光束を受光する受光素子を更に備える
ことを特徴とする請求項５又は６に記載の光走査装置。
【請求項８】
　前記光源と前記カップリング光学系は、一体化された保持部材に、互いに所定の位置関
係で保持されていることを特徴とする請求項１～７のいずれか一項に記載の光走査装置。
【請求項９】
　前記光源は、基板上に前記複数の発光部が形成された面発光レーザアレイを有すること
を特徴とする請求項１～８のいずれか一項に記載の光走査装置。
【請求項１０】
　請求項３に記載の光走査装置における光学系全体の副走査方向に対応する方向に関する
横倍率及び焦点位置を調整する調整方法であって、
　前記光源から複数の光束を射出し、前記光走査装置によって走査される被走査面に対応
する評価像面上に照射する工程と；
　前記評価像面上でのビームピッチが所望の値となるように、前記第１光学素子と前記第
２光学素子の間隔を調整する工程と；
　前記光源から複数の光束が前記評価像面上で集光するように、前記第１光学素子と前記
第２光学素子の間隔を前記調整された間隔のままで、前記第１光学素子及び前記第２光学
素子を光軸方向に移動する工程と；を含む調整方法。
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【請求項１１】
　請求項３に記載の光走査装置における光学系全体の副走査方向に対応する方向に関する
横倍率及び焦点位置を調整する調整方法であって、
　前記光源から複数の光束を射出し、前記光走査装置によって走査される被走査面に対応
する評価像面上に照射する工程と；
　前記光源から複数の光束が前記評価像面上で集光するように、前記第１光学素子を光軸
方向に移動する工程と；
　前記評価像面上でのビームピッチが所望の値となるように、前記第２光学素子を光軸方
向に移動する工程と；を含む調整方法。
【請求項１２】
　少なくとも１つの像担持体と；
　前記少なくとも１つの像担持体に対して画像情報が含まれる光束を走査する少なくとも
１つの請求項１～９のいずれか一項に記載の光走査装置と；を備える画像形成装置。
【請求項１３】
　前記画像情報は、多色の画像情報であることを特徴とする請求項１２に記載の画像形成
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光走査装置、調整方法及び画像形成装置に係り、更に詳しくは、光束により
被走査面を走査する光走査装置、本発明の光走査装置における光学系全体の副走査方向に
対応する方向に関する横倍率及び焦点位置を調整する調整方法、及び前記光走査装置を備
える画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、レーザプリンタやデジタル複写機などの画像形成装置では、印字速度の向上（高
速化）及び書込密度の向上（高画質化）が望まれている。これらの要求を達成する方法と
して、複数の光束を射出できるマルチビーム光源を利用して、複数の光束により被走査面
上を走査する方法が考えられた。そして、それに伴って、マルチビームに対応した走査光
学系について種々の提案がなされた。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、単レンズの両レンズ面の副走査方向における曲率を軸上から
軸外に向かい連続的に変化させることにより、被走査面に入射する光束の像高による副走
査方向のＦナンバーの変化を抑えるようにしたマルチビーム走査光学装置が開示されてい
る。
【０００４】
　また、特許文献２には、２枚玉以上で構成され、副走査曲率が、光軸から主走査方向の
周辺に行くに従い変化する特殊面を少なくとも２面有し、該特殊面のうちの少なくとも１
面は、副走査曲率の変化が主走査方向に非対称で、かつ副走査曲率が複数の極値を有する
走査結像レンズを用いた光走査装置が開示されている。
【０００５】
　さらに、特許文献３には、２つのレンズ面の副走査方向における曲率を軸上から軸外に
向かい連続的に変化させることにより、光軸方向において軸上の副走査方向の主平面位置
が軸外の副走査方向の主平面位置をより被走査面に近い位置とし、それによって、被走査
面に入射する光束の像高による副走査方向のＦナンバーの変化を抑えるようにした走査光
学装置が開示されている。
【０００６】
　また、特許文献４には、複数の発光点が同一あるいは異なる走査線を走査する２次元配
列の発光素子を有する光源と、光源からの複数ビームを一括して主走査方向に走査する偏
向手段とを有する光走査装置において、同一走査内のビームにより形成された副走査線方
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向の露光エネルギー分布が、所望の露光エネルギー分布に略等しくなるよう光源を光軸中
心に回転調整する光走査装置が開示されている。
【０００７】
　また、特許文献５には、平行光束側から順に、平行光束側に凹面を向けた第１レンズと
、正の屈折力を有する第２レンズを配設するとともに、第１レンズの少なくとも一方の面
が非球面とされてなるコリメータレンズが開示されている。
【０００８】
【特許文献１】特許第３４４５０５０号公報
【特許文献２】特許第３７６８７３４号公報
【特許文献３】特開２００５－３３８８６５号公報
【特許文献４】特開２００２－２８７０５５号公報
【特許文献５】特開２０００－９９９４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところで、例えば、面発光レーザアレイのように、複数の発光部が高密度で２次元配列
されている光源は高密度書込を行う上で有利である。
【００１０】
　そして、複数の発光部が１次元配列されている光源では、該光源をその射出方向に平行
な軸まわりに回転（いわゆるγ回転）させることによって、副走査方向に関する発光部間
隔を全て同時に調整可能であり、被走査面上での走査線間隔を均一にすることができる。
なお、本明細書では、「発光部間隔」とは２つの発光部の中心間距離をいうものとする。
【００１１】
　しかしながら、複数の発光部が２次元配列されている光源では、γ回転させたときの発
光部間隔の変化が一様でないため（図２４参照）、γ回転によって、高画質化のために今
後要求されるであろう高い精度で被走査面上での走査線間隔を均一に調整するのは非常に
困難である。
【００１２】
　本発明は、かかる事情の下になされたもので、その第１の目的は、高コスト化を招くこ
となく、複数の光束による走査を精度良く行うことができる光走査装置を提供することに
ある。
【００１３】
　また、本発明の第２の目的は、本発明の光走査装置における光学系全体の副走査方向に
関する横倍率の誤差及び焦点位置の誤差をいずれも小さくすることができる調整方法を提
供することにある。
【００１４】
　また、本発明の第３の目的は、高コスト化を招くことなく、高品質の画像を形成するこ
とができる画像形成装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は、第１の観点からすると、光束により被走査面を主走査方向に走査する光走査
装置であって、複数の発光部が２次元配列された光源と；正のパワー有する第１光学素子
と、該第１光学素子を介した光束が入射し、入射面及び射出面がいずれも凹面で、入射面
の曲率半径の絶対値が射出面の曲率半径の絶対値よりも大きく、負のパワーを有する第２
光学素子とを含み、前記光源からの光束をカップリングするカップリング光学系と；前記
カップリング光学系を介した光束を偏向する偏向器と：前記偏向器で偏向された光束を前
記被走査面上に集光する走査光学系と；を備える光走査装置である。
【００１６】
　これによれば、高コスト化を招くことなく、複数の光束による走査を精度良く行うこと
が可能となる。
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【００１７】
　本発明は、第２の観点からすると、本発明の光走査装置における光学系全体の副走査方
向に対応する方向に関する横倍率及び焦点位置を調整する調整方法であって、前記光源か
ら複数の光束を射出し、前記光走査装置によって走査される被走査面に対応する評価像面
上に照射する工程と；前記評価像面上でのビームピッチが所望の値となるように、前記第
１光学素子と前記第２光学素子の間隔を調整する工程と；前記光源から複数の光束が前記
評価像面上で集光するように、前記第１光学素子と前記第２光学素子の間隔を前記調整さ
れた間隔のままで、前記第１光学素子及び前記第２光学素子を光軸方向に移動する工程と
；を含む第１の調整方法である。
【００１８】
　本発明は、第３の観点からすると、本発明の光走査装置における光学系全体の副走査方
向に対応する方向に関する横倍率及び焦点位置を調整する調整方法であって、前記光源か
ら複数の光束を射出し、前記光走査装置によって走査される被走査面に対応する評価像面
上に照射する工程と；前記光源から複数の光束が前記評価像面上で集光するように、前記
第１光学素子を光軸方向に移動する工程と；前記評価像面上でのビームピッチが所望の値
となるように、前記第２光学素子を光軸方向に移動する工程と；を含む第２の調整方法で
ある。
【００１９】
　これらの調整方法によれば、本発明の光走査装置における光学系全体の副走査方向に関
する横倍率の誤差及び焦点位置の誤差をいずれも小さくすることが可能となる。
【００２０】
　本発明は、第４の観点からすると、少なくとも１つの像担持体と；前記少なくとも１つ
の像担持体に対して画像情報が含まれる光束を走査する少なくとも１つの本発明の光走査
装置と；を備える画像形成装置である。
【００２１】
　これによれば、本発明の光走査装置を備えているため、結果として高コスト化を招くこ
となく、高品質の画像を形成することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本発明の一実施形態を図１～図１５に基づいて説明する。図１には、一実施形態
に係る画像形成装置としてのレーザプリンタ１０００の概略構成が示されている。
【００２３】
　このレーザプリンタ１０００は、光走査装置１０１０、感光体ドラム１０３０、帯電チ
ャージャ１０３１、現像ローラ１０３２、転写チャージャ１０３３、除電ユニット１０３
４、クリーニングユニット１０３５、トナーカートリッジ１０３６、給紙コロ１０３７、
給紙トレイ１０３８、レジストローラ対１０３９、定着ローラ１０４１、排紙ローラ１０
４２、排紙トレイ１０４３、通信制御装置１０５０、及び上記各部を統括的に制御するプ
リンタ制御装置１０６０などを備えている。なお、これらは、プリンタ筐体１０４４の中
の所定位置に収容されている。
【００２４】
　通信制御装置１０５０は、ネットワークなどを介した上位装置（例えばパソコン）との
双方向の通信を制御する。
【００２５】
　感光体ドラム１０３０は、円柱状の部材であり、その表面には感光層が形成されている
。すなわち、感光体ドラム１０３０の表面が被走査面である。そして、感光体ドラム１０
３０は、図１における矢印方向に回転するようになっている。
【００２６】
　帯電チャージャ１０３１、現像ローラ１０３２、転写チャージャ１０３３、除電ユニッ
ト１０３４及びクリーニングユニット１０３５は、それぞれ感光体ドラム１０３０の表面
近傍に配置されている。そして、感光体ドラム１０３０の回転方向に沿って、帯電チャー
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ジャ１０３１→現像ローラ１０３２→転写チャージャ１０３３→除電ユニット１０３４→
クリーニングユニット１０３５の順に配置されている。
【００２７】
　帯電チャージャ１０３１は、感光体ドラム１０３０の表面を均一に帯電させる。
【００２８】
　光走査装置１０１０は、帯電チャージャ１０３１で帯電された感光体ドラム１０３０の
表面を、上位装置からの画像情報に基づいて変調された光束により走査し、感光体ドラム
１０３０の表面に画像情報に対応した潜像を形成する。ここで形成された潜像は、感光体
ドラム１０３０の回転に伴って現像ローラ１０３２の方向に移動する。なお、この光走査
装置１０１０の構成については後述する。
【００２９】
　トナーカートリッジ１０３６にはトナーが格納されており、該トナーは現像ローラ１０
３２に供給される。
【００３０】
　現像ローラ１０３２は、感光体ドラム１０３０の表面に形成された潜像にトナーカート
リッジ１０３６から供給されたトナーを付着させて画像情報を顕像化させる。ここでトナ
ーが付着した潜像（以下では、便宜上「トナー像」ともいう）は、感光体ドラム１０３０
の回転に伴って転写チャージャ１０３３の方向に移動する。
【００３１】
　給紙トレイ１０３８には記録紙１０４０が格納されている。この給紙トレイ１０３８の
近傍には給紙コロ１０３７が配置されており、該給紙コロ１０３７は、記録紙１０４０を
給紙トレイ１０３８から１枚づつ取り出し、レジストローラ対１０３９に搬送する。該レ
ジストローラ対１０３９は、給紙コロ１０３７によって取り出された記録紙１０４０を一
旦保持するとともに、該記録紙１０４０を感光体ドラム１０３０の回転に合わせて感光体
ドラム１０３０と転写チャージャ１０３３との間隙に向けて送り出す。
【００３２】
　転写チャージャ１０３３には、感光体ドラム１０３０の表面のトナーを電気的に記録紙
１０４０に引きつけるために、トナーとは逆極性の電圧が印加されている。この電圧によ
り、感光体ドラム１０３０の表面のトナー像が記録紙１０４０に転写される。ここで転写
された記録紙１０４０は、定着ローラ１０４１に送られる。
【００３３】
　定着ローラ１０４１では、熱と圧力とが記録紙１０４０に加えられ、これによってトナ
ーが記録紙１０４０上に定着される。ここで定着された記録紙１０４０は、排紙ローラ１
０４２を介して排紙トレイ１０４３に送られ、排紙トレイ１０４３上に順次スタックされ
る。
【００３４】
　除電ユニット１０３４は、感光体ドラム１０３０の表面を除電する。
【００３５】
　クリーニングユニット１０３５は、感光体ドラム１０３０の表面に残ったトナー（残留
トナー）を除去する。残留トナーが除去された感光体ドラム１０３０の表面は、再度帯電
チャージャ１０３１に対向する位置に戻る。
【００３６】
　次に、前記光走査装置１０１０の構成について説明する。
【００３７】
　この光走査装置１０１０は、一例として図２に示されるように、光源１４、カップリン
グ光学系１５、開口板１６、シリンドリカルレンズ１７、反射ミラー１８、ポリゴンミラ
ー１３、該ポリゴンミラー１３を回転させる不図示のポリゴンモータ、偏向器側走査レン
ズ１１ａ、像面側走査レンズ１１ｂ、モニタ光用反射ミラー２１、集光レンズ２２、受光
素子２３、走査制御装置（図示省略）及び上記構成部品が収容されるほぼ直方体状のハウ
ジング（図示省略）などを備えている。
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【００３８】
　なお、走査制御装置は、光源１４を駆動する駆動回路を有し、該駆動回路と光源１４と
受光素子２３は、同一の回路基板上にそれぞれ実装されている。
【００３９】
　また、本明細書では、ＸＹＺ３次元直交座標系において、感光体ドラム１０３０の長手
方向に沿った方向をＹ軸方向、各走査レンズ（１１ａ、１１ｂ）の光軸に沿った方向をＸ
軸方向として説明する。また、以下では、便宜上、主走査方向に対応する方向を「主走査
対応方向」と略述し、副走査方向に対応する方向を「副走査対応方向」と略述する。
【００４０】
　光源１４は、一例として図３に示されるように、同一基板上の形成された４０個の発光
部を有している。各発光部は、いずれも発振波長が７８２ｎｍの垂直共振器型面発光レー
ザ（ＶＣＳＥＬ：Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ｃａｖｉｔｙ　Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ
　Ｌａｓｅｒ）である。ここでは、各発光部は、いずれも＋Ｘ方向に光束を射出するもの
とする。なお、ＶＣＳＥＬは、発振波長の温度変動が小さく、原理的に波長の不連続な変
化（いわゆる波長飛び）が発生しないという特徴を有している。
【００４１】
　図２に戻り、カップリング光学系１５は、光源１４からの光束を略平行光束とする。
【００４２】
　ここでは、カップリング光学系１５は、一例として図４に示されるように、第１のレン
ズ１５ａと第２のレンズ１５ｂとから構成されている。
【００４３】
　第１のレンズ１５ａは、ガラス製で、正のパワーを持つレンズである。第１のレンズ１
５ａの－Ｘ側の面（入射面）は平面であり、＋Ｘ側の面（射出面）は凸面である。具体的
には、図５に示されるように、第１のレンズ１５ａの射出面は、主走査対応方向（ここで
は、Ｙ軸方向）に関する近軸曲率半径Ｒｙ及び副走査対応方向（ここでは、Ｚ軸方向）に
関する近軸曲率半径Ｒｚが、いずれも－２１．１３１ｍｍである。なお、第１のレンズ１
５ａの入射面は、Ｒｙ及びＲｚがいずれも∞（無限大）である。
【００４４】
　第１のレンズ１５ａの屈折率ｎは１．５１１１である。また、第１のレンズ１５ａの中
心部の厚さ（図４における符号Ｄ１）は５ｍｍである。第１のレンズ１５ａのパワーＰ（
１／焦点距離ｆ）は２．４２×１０－２である。
【００４５】
　第２のレンズ１５ｂは、樹脂製で、負のパワーを持つレンズである。第２のレンズ１５
ｂの入射面及び射出面は、いずれも凹面である。具体的には、図５に示されるように、第
２のレンズ１５ｂの－Ｘ側の面（入射面）は、Ｒｙ及びＲｚがいずれも－４７５ｍｍであ
る。そして、第２のレンズ１５ｂの＋Ｘ側の面（射出面）は、Ｒｙ及びＲｚがいずれも３
００ｍｍである。
【００４６】
　第２のレンズ１５ｂの屈折率ｎは１．５２３９である。また、第２のレンズ１５ｂの中
心部の厚さ（図４における符号Ｄ３）は２ｍｍである。第２のレンズ１５ｂのパワーＰは
－２．８５×１０－３である。
【００４７】
　すなわち、第１のレンズ１５ａのパワーＰの絶対値は、第２のレンズ１５ｂのパワーＰ
の絶対値よりも大きい。
【００４８】
　第２のレンズ１５ｂの射出面は、いわゆる特殊トロイダル面である。この特殊トロイダ
ル面は、主走査対応方向（ここでは、Ｙ軸方向）のレンズ高さに応じて、副走査対応方向
（ここでは、Ｚ軸方向）の曲率が変化する面であり、次の（１）式及び（２）式により表
現される。なお、Ｃｍ＝１／Ｒｙである。
【００４９】
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【数１】

【００５０】
【数２】

【００５１】
　ここで、ｘは光軸方向のデプス、ｙは光軸からの主走査対応方向の距離、ｚは光軸から
の副走査対応方向の距離、Ｋは円錐定数、Ａ４、Ａ６、Ａ８、Ａ１０、Ａ１２、Ｂ１、Ｂ

２、Ｂ３、…はいずれも係数である。
【００５２】
　また、第２のレンズ１５ｂの射出面は、回転対称の非球面である。ここで用いられる非
球面は、近軸曲率半径の逆数（近軸曲率）をＣ、光軸からの高さをＨとするとき、次の（
３）式により表現される。
【００５３】
【数３】

【００５４】
　第２のレンズ１５ｂの射出面における各値の一例が図６に示されている。このように、
第２のレンズ１５ｂの射出面は、主走査対応方向に関して断面形状が非円弧形状であり、
副走査対応方向に関して断面形状が円弧形状である。
【００５５】
　ところで、一般に平面を高精度に成形することは難しい。しかし、本実施形態では、第
２のレンズ１５ｂは、入射面及び射出面をいずれも凹面としているため、成形性を向上さ
せることができる。
【００５６】
　また、収差補正に関しても、入射面及び射出面のいずれかが平面の場合と比較して設計
自由度が高くなる。
【００５７】
　なお、収差補正に関しては、主走査対応方向に関する形状を非円弧形状とすることが必
要であるが、本実施形態では、曲率の絶対値が大きい面である射出面において、主走査対
応方向に関する形状を非円弧形状としているため、非球面量を小さくすることが可能とな
り、第２のレンズ１５ｂの製造が容易になる。
【００５８】
　また、第２のレンズ１５ｂは、次の（４）式を満足している。ここで、Ｒ１は入射面の
曲率半径（ここでは、Ｒｙ及びＲｚと同じ）であり、Ｒ２は射出面の曲率半径（ここでは
、Ｒｙ及びＲｚと同じ）である。
【００５９】
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｜Ｒ１｜＞｜Ｒ２｜　……（４）
【００６０】
　このように、光束が平行に近い射出面の方を曲率の絶対値が大きい面としているため、
反射光が発生しても光源１４へ戻りにくくなる（図７参照）。光源１４への戻り光が生じ
てしまうと安定した光量制御が難しくなるが、本実施形態では光源１４に戻りにくいため
、このような問題は生じない。
【００６１】
　光源１４とカップリング光学系１５は、所定の筐体内に収容され、光源ユニットＬＵと
して取り扱われる。
【００６２】
「カップリング光学系の調整」
（１）光源ユニットＬＵを、光源ユニット評価装置ＡＤ１（図８参照）に対して所定位置
にセットする。
【００６３】
（２）光源１４の各発光部から光束を射出させ、各光束が光源ユニット評価装置ＡＤ１の
評価像面上で集光するように、第１のレンズ１５ａをＸ軸方向に移動する（図８参照）。
なお、光源ユニット評価装置ＡＤ１の光学系の焦点距離は５０ｍｍである。これにより、
光源ユニットＬＵから出力される光束の状態は適正な状態となり、光走査装置に用いたと
きに、被走査面上での結像精度を向上させることができる。すなわち、光学系全体の焦点
位置の誤差が所望のレベル以下となる。
【００６４】
（３）光源ユニットＬＵを、光源ユニット評価装置ＡＤ２（図９参照）に対して所定位置
にセットする。
【００６５】
（４）光源１４の各発光部から光束を射出させ、光源ユニット評価装置ＡＤ２の評価像面
上でのビームピッチが所望の値となるように、第２のレンズ１５ｂをＸ軸方向に移動する
（図９参照）。なお、光源ユニット評価装置ＡＤ２の光学系の焦点距離は９８．４ｍｍで
ある。また、光走査装置１０１０における所望の副走査方向に関する横倍率は２倍である
。そこで、例えば、Ｚ軸方向に関して３９３μｍ離れた位置にある２つの発光部から射出
された光束が、光源ユニット評価装置ＡＤ２の評価像面上で７８６μｍのビームピッチと
なるように、第２のレンズ１５ｂをＸ軸方向に移動する。これにより、第１のレンズ１５
ａ及び第２のレンズ１５ｂの曲率半径にある程度の誤差（例えば、製造誤差）があっても
、カップリング光学系１５の合成焦点距離を所望の値（ここでは、４５．０ｍｍ）とする
ことができ、光走査装置に用いたときに、被走査面上での走査線の間隔の誤差を小さくす
ることができる。すなわち、光学系全体の副走査対応方向に関する横倍率の誤差を所望の
レベル以下とすることができる。
【００６６】
　なお、第２のレンズ１５ｂの位置を調整する際に、光学系全体の焦点位置が変化するこ
とが危惧されるが、第１のレンズ１５ａのパワーの絶対値が、第２のレンズ１５ｂのパワ
ーの絶対値よりも大きいため、焦点位置の変化は極めて小さい。
【００６７】
（５）第１のレンズ１５ａ及び第２のレンズ１５ｂを接着剤で不図示の保持部材に固定す
る。
【００６８】
　なお、例えば、紫外線硬化樹脂を予め第１のレンズ１５ａ及び第２のレンズ１５ｂの接
着面に塗布しておき、位置が決定された後に、紫外線硬化樹脂に紫外線を照射し、第１の
レンズ１５ａ及び第２のレンズ１５ｂを保持部材に固定しても良い。この場合には、工程
を簡略化しても高い位置精度を得ることができる。
【００６９】
　ここでは、光源１４と第１のレンズ１５ａとの距離（図４における符号Ｄ０）は、４３
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．７ｍｍであった。また、第１のレンズ１５ａと第２のレンズ１５ｂの間隔（図４におけ
る符号Ｄ２）は、１２．０ｍｍであった。
【００７０】
　このようにして調整された光源ユニットＬＵは、光走査装置１０１０の不図示のハウジ
ング内の所定位置にセットされる。
【００７１】
　ここでは、第１のレンズ１５ａと第２のレンズ１５ｂが互いに所定の位置関係で保持さ
れている保持部材は、光源１４を保持している保持部材と一体化されている。すなわち、
光源１４と第１のレンズ１５ａと第２のレンズ１５ｂは、一体化された保持部材に、互い
に所定の位置関係で保持されている。
【００７２】
　図２に戻り、開口板１６は、一例として、主走査対応方向（ここでは、Ｙ軸方向）に関
する開口幅（前幅）が５．８ｍｍ、副走査対応方向（ここでは、Ｚ軸方向）に関する開口
幅（前幅）が１．１８ｍｍの矩形形状あるいは楕円形状の開口部を有し、カップリング光
学系１５を介した光束のビーム径を規定する。この開口板１６の開口部の周囲は、反射部
材でできている。
【００７３】
　そして、開口板１６は、開口部の周囲の反射部材で反射された光束をモニタ用光束とし
て利用するため、カップリング光学系１５を介した光束の進行方向に垂直な仮想面に対し
て傾斜して配置されている。
【００７４】
　モニタ光用反射ミラー２１は、開口板１６で反射されたモニタ用光束の光路上に配置さ
れ、該モニタ用光束を受光素子２３に向かう方向に反射する。
【００７５】
　集光レンズ２２は、モニタ光用反射ミラー２１で反射されたモニタ用光束の光路上に配
置され、該モニタ用光束を集光する。
【００７６】
　受光素子２３は、受光量に応じた信号（光電変換信号）を出力する。
【００７７】
　走査制御装置の駆動回路は、受光素子２３の出力信号に基づいて、光源１４の駆動信号
を制御し、いわゆるＡＰＣ（Ａｕｔｏ　Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）を行う。
【００７８】
　シリンドリカルレンズ１７は、開口板１６の開口部を通過した光束を、反射ミラー１８
を介してポリゴンミラー１３の偏向反射面近傍に副走査対応方向（ここでは、Ｚ軸方向）
に関して結像する。このシリンドリカルレンズ１７は、図１０に示されるように、入射面
のＲｙが∞（無限大）、Ｒｚが２８．４５３ｍｍ、射出面のＲｙ及びＲｚが∞（無限大）
である。また、シリンドリカルレンズ１７の屈折率ｎは１．５１１１である。なお、シリ
ンドリカルレンズ１７は、各走査レンズと共同し、副走査対応方向に関して面倒れ補正系
を構成している。
【００７９】
　光源１４とポリゴンミラー１３との間の光路上に配置される光学系は、偏向器前光学系
とも呼ばれている。本実施形態では、偏向器前光学系は、カップリング光学系１５と開口
板１６とシリンドリカルレンズ１７と反射ミラー１８とから構成されている。
【００８０】
　ポリゴンミラー１３は、一例として内接円の半径が２５ｍｍの６面鏡を有し、各鏡がそ
れぞれ偏向反射面となる。このポリゴンミラー１３は、Ｚ軸方向に平行な軸の周りに等速
回転し、反射ミラー１８で光路が変更された光束を偏向する。
【００８１】
　偏向器側走査レンズ１１ａは、ポリゴンミラー１３で偏向された光束の光路上に配置さ
れている。
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【００８２】
　像面側走査レンズ１１ｂは、偏向器側走査レンズ１１ａを介した光束の光路上に配置さ
れている。
【００８３】
　像面側走査レンズ１１ｂを介した光束は、感光体ドラム１０３０の表面に集光され、光
スポットが形成される。この光スポットは、ポリゴンミラー１３の回転に伴って感光体ド
ラム１０３０の長手方向に移動する。すなわち、感光体ドラム１０３０上を走査する。こ
のときの光スポットの移動方向が「主走査方向」である。また、感光体ドラム１０３０の
回転方向が「副走査方向」である。
【００８４】
　偏向器側走査レンズ１１ａ及び像面側走査レンズ１１ｂの各面（－Ｘ側の面（入射面）
、＋Ｘ側の面（射出面））は、いずれも特殊トロイダル面であり、前記（１）式及び（２
）式で表現することができる。
【００８５】
　各走査レンズの各面（入射面、射出面）におけるＲｙ（単位：ｍｍ）、Ｒｚ（単位：ｍ
ｍ）及び各係数の値の一例が図１１及び図１２に示されている。
【００８６】
　偏向器側走査レンズ１１ａの中心（光軸上）肉厚は１４．００ｍｍ、像面側走査レンズ
１１ｂの中心（光軸上）肉厚は３．５０ｍｍである。
【００８７】
　偏向器側走査レンズ１１ａの射出面と像面側走査レンズ１１ｂの入射面との間の光路長
は８９．３４ｍｍであり、像面側走査レンズ１１ｂの射出面と感光体ドラム１０３０表面
との間の光路長は１４４．４７ｍｍである。
【００８８】
　ポリゴンミラー１３と感光体ドラム１０３０との間の光路上に配置される光学系は、走
査光学系とも呼ばれている。本実施形態では、走査光学系は、偏向器側走査レンズ１１ａ
と像面側走査レンズ１１ｂとから構成されている。なお、偏向器側走査レンズ１１ａと像
面側走査レンズ１１ｂの間の光路上、及び像面側走査レンズ１１ｂと感光体ドラム１０３
０の間の光路上の少なくとも一方に、少なくとも１つの折り返しミラーが配置されても良
い。
【００８９】
　走査光学系のいわゆる副走査横倍率は、－０．９９倍である。
【００９０】
　また、感光体ドラム１０３０における有効走査領域の長さ（主走査方向の書込み幅）は
３２８ｍｍである。また、画角は３９．２度である。
【００９１】
　偏向器前光学系及び走査光学系の主な光学素子の位置関係が図１３に示されている。そ
して、図１３における符号ｄ１～ｄ１０の具体的な値（単位：ｍｍ）の一例が図１４に示
されている。
【００９２】
　また、反射ミラー１８からの光束の進行方向と、ポリゴンミラー１３の偏向反射面によ
り感光体ドラム１０３０の表面における像高０の位置（図１３における符号ｐ０の位置）
へ向けて反射される光束の進行方向とのなす角（図１３におけるθｒ）は６４度である。
【００９３】
　以上の説明から明らかなように、本実施形態に係る光走査装置１０１０では、カップリ
ング光学系１５によって、光学系全体の副走査対応方向に関する横倍率の誤差及び焦点位
置の誤差が、いずれも小さくなるように調整されている。
【００９４】
　また、上記「カップリング光学系の調整」にて、本発明の調整方法が実施されている。
【００９５】
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　以上説明したように、本実施形態に係る光走査装置１０１０によると、複数の発光部が
２次元配列された光源１４と、光源１４からの光束の光路上に配置されたカップリング光
学系１５を含む偏向器前光学系と、偏向器前光学系からの光束を偏向するポリゴンミラー
１３と、ポリゴンミラー１３からの光束を感光体ドラム１０３０の表面上に集光する走査
光学系とを備えている。
【００９６】
　そして、カップリング光学系１５は、正のパワー有する第１のレンズ１５ａと、該第１
のレンズ１５ａを介した光束が入射し、入射面及び射出面がいずれも凹面で負のパワーを
有する第２のレンズ１５ｂとを含んでいる。
【００９７】
　ところで、２枚のレンズからなるカップリング光学系における２枚目のレンズとしては
、平凹レンズ、両凹レンズ、凹平レンズ、メニスカスレンズが考えられる。
【００９８】
　例えば、２枚目のレンズが凹平レンズであれば、射出面での反射光が光源への戻り光と
なりやすいという不都合がある。また、２枚目のレンズが平凹レンズであれば、平面がつ
くりにくく、誤差が＋側に行くか、－側に行くのか管理しにくいという不都合がある。
【００９９】
　光源として複数の発光部が２次元配列されている面発光レーザアレイが用いられる場合
には、有効径がある程度大きいレンズが必要となる。この場合に、各光束の入射角のばら
つきを小さくするには、入射面の曲率半径を大きくするのが好ましい。また、入射面及び
射出面の面間の相対的偏心の影響を小さくするには、各面の曲率半径をできるだけ大きく
するのが好ましい。しかしながら、メニスカスレンズでは、入射面の曲率半径を大きくし
ようとすると、射出面の曲率半径を小さくしなければならない。すなわち、各光束の入射
角のばらつきを小さくしようとすると、上記相対的偏心の影響が大きくなるという不都合
がある。
【０１００】
　本実施形態の第２のレンズ１５ｂのように、両凹レンズでは、各光束の入射角のばらつ
きを小さくするとともに、上記相対的偏心の影響も小さくすることが可能である。
【０１０１】
　このように、第２のレンズ１５ｂは、入射面及び射出面のいずれかが平面の場合に比べ
て、その成形性を向上させることができる。また、第２のレンズ１５ｂは、入射面及び射
出面のいずれかが平面の場合と比較して、収差補正に対する設計自由度が高くなる。
【０１０２】
　さらに、第２のレンズ１５ｂの入射面及び射出面での反射光が光源へ戻るのを抑制する
ことができる。従って、高価格の光学素子を用いることなく、感光体ドラム１０３０の表
面における走査線間隔を高い精度で均一にすることができ、その結果、高コスト化を招く
ことなく、複数の光束による走査を精度良く行うことが可能となる。
【０１０３】
　また、カップリング光学系１５の第１のレンズ１５ａはガラス製であり、第２のレンズ
１５ｂは樹脂製であるため、一例として図１５に示されるように、いずれもガラス製の場
合に比べて、温度変化に起因する光学系全体の焦点位置の変化を小さくすることができる
。
【０１０４】
　また、第１のレンズ１５ａは入射面が平面、射出面が球面である。このように、第１の
レンズ１５ａは、表面形状が単純であるため、ガラス製であっても容易に、しかも高精度
に加工することができる。
【０１０５】
　また、第２のレンズ１５ｂは、樹脂製であるため、複雑な表面形状であっても、通常の
成形方法（例えば射出成形等）によって、容易に、高精度にしかも安価に製造することが
できる。
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【０１０６】
　従って、第１のレンズ１５ａ及び第２のレンズ１５ｂとして、いずれも安価で高精度の
レンズを用いることができる。
【０１０７】
　また、第２のレンズ１５ｂのパワーの絶対値は、第１のレンズ１５ａのパワーの絶対値
よりも小さい。これにより、第２のレンズ１５ｂの成形性を更に向上させることができる
。
【０１０８】
　さらに、光源１４と第１のレンズ１５ａと第２のレンズ１５ｂは、保持部材によって所
定の位置関係で保持されている。これにより、組み付け工程を簡素化することができる。
また、他の光学部品が組み付けられる前に、光源１４と第１のレンズ１５ａと第２のレン
ズ１５ｂの位置関係が、高精度で調整されているため、調整工程を簡素化することができ
る。その結果、製造コストの低減を図ることができる。
【０１０９】
　また、光源１４と第１のレンズ１５ａと第２のレンズ１５ｂとが、一体化された保持部
材に保持されているため、組み付け誤差や温度変化に起因するそれらの位置関係のずれを
抑制することができる。その結果、光学特性（特に焦点位置の変化）や、ビーム間隔の変
化を更に低減することが可能となる。
【０１１０】
　また、第２のレンズ１５ｂの射出面の断面形状は、開口板１６の開口部の開口幅（前幅
）が広い方向（ここでは、主走査対応方向）に関して非円弧形状であり、狭い方向（ここ
では、副走査対応方向）に関して円弧形状である。この場合には、第２のレンズ１５ｂの
製造及び検査が容易となる。
【０１１１】
　また、第２のレンズ１５ｂの入射面及び射出面は、いずれもＲｙとＲｚが等しい。これ
により、第１のレンズ１５ａの光軸と第２のレンズ１５ｂの光軸のずれ（偏心）による影
響（感度）を低下させることができる。
【０１１２】
　また、光源１４は、複数の発光部が２次元的に配列された面発光レーザアレイを有し、
第１のレンズ１５ａ及び第２のレンズ１５ｂは、両レンズの合成焦点距離が所望の焦点距
離となるように、光束の射出方向に平行な方向に関して位置調整されている。これにより
、感光体ドラム１０３０の表面における複数の光スポットのスポット径のばらつき、及び
走査線間隔のばらつきを容易に低減することができる。
【０１１３】
　また、本実施形態によると、第１のレンズ１５ａ及び第２のレンズ１５ｂは、調整後、
保持部材２５に接着されるため、光源ユニットＬＵには、第１のレンズ１５ａ及び第２の
レンズ１５ｂの組み付け位置を示す位置決め部は設けられていない。これにより、光源ユ
ニットＬＵを複雑な形状にする必要がなく、低コスト化、省スペース化ができる。また、
調整時に作業スペースを広く取れるため、より高精度な調整が可能となる。
【０１１４】
　また、本実施形態に係るレーザプリンタ１０００によると、高コスト化を招くことなく
、複数の光束による走査を精度良く行うことができる光走査装置１０１０を備えているた
め、結果として、高コスト化を招くことなく、高品質の画像を形成することが可能となる
。
【０１１５】
　なお、上記実施形態では、他の光学部品が組み付けられる前に、光源１４と第１のレン
ズ１５ａと第２のレンズ１５ｂの位置関係が調整される場合について説明したが、これに
限らず、他の光学部品が組み付けられた後で、光源１４と第１のレンズ１５ａと第２のレ
ンズ１５ｂの位置関係を調整しても良い。これにより、光学系の加工誤差及び組付け誤差
を相殺することができる。
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【０１１６】
　なお、上記実施形態の「カップリング光学系の調整」において、一例として図１６に示
されるように、光源ユニットＬＵから出力される光束をハーフミラーなどで２分割し、一
方が光源ユニット評価装置ＡＤ１に入力し、他方が光源ユニット評価装置ＡＤ２に入力す
るようにしても良い。
【０１１７】
　また、上記実施形態における「カップリング光学系の調整」では、焦点位置を調整した
後に副走査方向に対応する方向に関する横倍率を調整する場合について説明したが、これ
に限定されるものではない。例えば、光源ユニット評価装置ＡＤ２の評価像面上でのビー
ムピッチが所望の値となるように、図１７（Ａ）に示されるように、第１のレンズ１５ａ
と第２のレンズ１５ｂの間隔（図４における符号Ｄ２）を調整した後、各光束が光源ユニ
ット評価装置ＡＤ１の評価像面上で集光するように、図１７（Ｂ）に示されるように、第
１のレンズ１５ａと第２のレンズ１５ｂの間隔Ｄ２を上記調整された間隔としたままで、
カップリング光学系１５をＸ軸方向に移動しても良い。
【０１１８】
　この場合に、カップリング光学系１５を移動する際に、副走査対応方向に関する横倍率
の変化が危惧されるが、第１のレンズ１５ａのパワーの絶対値が、第２のレンズ１５ｂの
パワーの絶対値よりも大きいため、副走査対応方向に関する横倍率の変化は極めて小さい
。
【０１１９】
　また、上記実施形態では、光源の発光部の数が４０個の場合について説明したが、本発
明がこれに限定されるものではない。要するに、複数の発光部が２次元配列されていれば
良い。
【０１２０】
　また、上記実施形態では、第１のレンズ１５ａにおいて、入射面が平面、射出面が球面
の場合について説明したが、これに限定されるものではない。要するに、第１のレンズ１
５ａは、入射面及び射出面の一方が球面、他方が球面又は平面であれば良い。
【０１２１】
　また、上記実施形態では、第２のレンズ１５ｂの射出面の断面形状が、主走査対応方向
に関して非円弧形状であり、副走査対応方向に関して円弧形状である場合について説明し
たが、これに限定されるものではなく、両方向に関していずれも非円弧形状であっても良
い。
【０１２２】
　また、上記実施形態において、コスト低減のために、各走査レンズを樹脂製レンズとし
ても良い。但し、このとき環境温度に大きな変化が予想される場合には、温度変化の影響
を低減するために、少なくとも１つの光学面に回折格子を設けても良い。
【０１２３】
　上記実施形態における各光学系は一例であり、本発明がこれに限定されるものではない
。
【０１２４】
「光学系の変形例」
　カップリング光学系１５の変形例が図１８に示されている。この場合も、第２のレンズ
１５ｂの射出面が特殊トロイダル面であり、その非球面係数が図１９に示されている。
【０１２５】
　また、走査光学系の変形例が図２０及び図２１に示されている。偏向器側走査レンズ１
１ａの入射面、及び像面側走査レンズ１１ｂの入射面と射出面が特殊トロイダル面であり
、偏向器側走査レンズ１１ａの射出面は回転対称の非球面である。このときの走査光学系
のいわゆる副走査横倍率は、－０．９８倍である。
【０１２６】
　この場合における前記符号ｄ１～ｄ１０の具体的な値（単位：ｍｍ）が図２２に示され
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ている。感光体ドラム１０３０における有効走査領域の長さ（主走査方向の書込み幅）は
３００ｍｍである。また、画角は３５．７度、前記θｒは５８度である。また、ポリゴン
ミラー１３は、内接円の半径が１８ｍｍの６面鏡を有している。
【０１２７】
　なお、上記実施形態では、画像形成装置としてレーザプリンタ１０００の場合について
説明したが、これに限定されるものではない。要するに、光走査装置１０１０を備えた画
像形成装置であれば、高品質の画像を形成することが可能となる。
【０１２８】
　例えば、前記光走査装置１０１０を備え、レーザ光によって発色する媒体（例えば、用
紙）に直接、レーザ光を照射する画像形成装置であっても良い。
【０１２９】
　また、像担持体として銀塩フィルムを用いた画像形成装置であっても良い。この場合に
は、光走査により銀塩フィルム上に潜像が形成され、この潜像は通常の銀塩写真プロセス
における現像処理と同等の処理で可視化することができる。そして、通常の銀塩写真プロ
セスにおける焼付け処理と同等の処理で印画紙に転写することができる。このような画像
形成装置は光製版装置や、ＣＴスキャン画像等を描画する光描画装置として実施できる。
【０１３０】
　また、例えば、図２３に示されるように、複数の感光体ドラムを備えるカラープリンタ
２０００であっても良い。
【０１３１】
　このカラープリンタ２０００は、４色（ブラック、シアン、マゼンタ、イエロー）を重
ね合わせてフルカラーの画像を形成するタンデム方式の多色カラープリンタであり、ブラ
ック用の「感光体ドラムＫ１、帯電装置Ｋ２、現像装置Ｋ４、クリーニングユニットＫ５
、及び転写装置Ｋ６」と、シアン用の「感光体ドラムＣ１、帯電装置Ｃ２、現像装置Ｃ４
、クリーニングユニットＣ５、及び転写装置Ｃ６」と、マゼンタ用の「感光体ドラムＭ１
、帯電装置Ｍ２、現像装置Ｍ４、クリーニングユニットＭ５、及び転写装置Ｍ６」と、イ
エロー用の「感光体ドラムＹ１、帯電装置Ｙ２、現像装置Ｙ４、クリーニングユニットＹ
５、及び転写装置Ｙ６」と、光走査装置２０１０と、転写ベルト２０８０と、定着ユニッ
ト２０３０などを備えている。
【０１３２】
　各感光体ドラムは、図２３中の矢印の方向に回転し、各感光体ドラムの周囲には、回転
方向に沿って帯電装置、現像装置、転写装置、クリーニングユニットがそれぞれ配置され
ている。各帯電装置は、対応する感光体ドラムの表面を均一に帯電する。この帯電装置に
よって帯電された各感光体ドラム表面に光走査装置２０１０により光が照射され、各感光
体ドラムに静電潜像が形成されるようになっている。そして、対応する現像装置により各
感光体ドラム表面にトナー像が形成される。さらに、対応する転写装置により、転写ベル
ト２０８０上の記録紙に各色のトナー像が転写され、最終的に定着ユニット２０３０によ
り記録紙に画像が定着される。
【０１３３】
　光走査装置２０１０は、前記光走査装置１０１０における光学系と同様な光学系を色毎
に有している。従って、前記光走査装置１０１０と同様な効果を得ることができる。
【０１３４】
　そして、カラープリンタ２０００は、前記レーザプリンタ１０００と同様な効果を得る
ことができる。
【０１３５】
　なお、タンデム方式の多色カラープリンタでは、機械精度等で各色の色ずれが発生する
場合があるが、点灯させる発光部を選択することで各色の色ずれの補正精度を高めること
ができる。
【０１３６】
　また、このカラープリンタ２０００において、光走査装置を１色毎に設けても良いし、
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２色毎に設けても良い。
【産業上の利用可能性】
【０１３７】
　以上説明したように、本発明の光走査装置によれば、高コスト化を招くことなく、複数
の光束による走査を精度良く行うのに適している。また、本発明の調整方法によれば、本
発明の光走査装置における光学系全体の副走査方向に対応する方向に関する横倍率の誤差
及び焦点位置の誤差をいずれも小さくするのに適している。また、本発明の画像形成装置
によれば、高コスト化を招くことなく、高品質の画像を形成するのに適している。
【図面の簡単な説明】
【０１３８】
【図１】本発明の一実施形態に係るレーザプリンタの概略構成を説明するための図である
。
【図２】図１における光走査装置の概略構成を示す図である。
【図３】光源を説明するための図である。
【図４】カップリング光学系を説明するための図である。
【図５】カップリング光学系の第１のレンズ及び第２のレンズの形状を説明するための図
である。
【図６】第２のレンズの射出面を説明するための図である。
【図７】第２のレンズの射出面での反射光を説明するための図である。
【図８】カップリング光学系の調整方法を説明するための図（その１）である。
【図９】カップリング光学系の調整方法を説明するための図（その２）である。
【図１０】シリンドリカルレンズの形状を説明するための図である。
【図１１】偏向器側走査レンズの形状を説明するための図である。
【図１２】像面側走査レンズの形状を説明するための図である。
【図１３】光走査装置における主要な光学素子の位置関係を説明するための図である。
【図１４】図１３における具体例を説明するための図である。
【図１５】温度変化に起因する像面変動量を説明するための図である。
【図１６】カップリング光学系の調整方法の変形例１を説明するための図である。
【図１７】図１７（Ａ）及び図１７（Ｂ）は、それぞれカップリング光学系の調整方法の
変形例２を説明するための図である。
【図１８】カップリング光学系の変形例を説明するための図（その１）である。
【図１９】カップリング光学系の変形例を説明するための図（その２）である。
【図２０】走査光学系の変形例を説明するための図（その１）である。
【図２１】走査光学系の変形例を説明するための図（その２）である。
【図２２】光学系の変形例における主要な光学素子の位置関係を説明するための図である
。
【図２３】カラープリンタの概略構成を説明するための図である。
【図２４】γ回転による調整を説明するための図である。
【符号の説明】
【０１３９】
　１１ａ…偏向器側走査レンズ（走査光学系の一部）、１１ｂ…像面側走査レンズ（走査
光学系の一部）、１３…ポリゴンミラー（偏向器）、１４…光源、１５…カップリング光
学系、１５ａ…第１のレンズ（第１光学素子）、１５ｂ…第２のレンズ（第２光学素子）
、１０００…レーザプリンタ（画像形成装置）、１０１０…光走査装置、１０３０…感光
体ドラム（像担持体）、２０００…カラープリンタ（画像形成装置）、２０１０…光走査
装置、Ｋ１，Ｃ１，Ｍ１，Ｙ１…感光体ドラム（像担持体）。
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